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はじめに 
 
 
 
本書は、第３５回研究評価委員会において設置された「次世代照明等の実現に向け

た窒化物半導体等基盤技術開発／ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開

発」（事後評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平成２５年６月２４日））におい

て策定した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第

３２条の規定に基づき、第３６回研究評価委員会（平成２５年１１月６日）にて、そ

の評価結果について報告するものである。 
 
 
 

平成２５年１１月 
 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
研究評価委員会「次世代照明等の実現に向けた窒化物半導体等基盤技術開発／ 

ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発」分科会 
（事後評価） 

  
分科会長 吉川 明彦 



1 
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 
（分科会資料６より抜粋） 
 

 
 
 



 

  6 

「次世代照明等の実現に向けた窒化物半導体等基盤技術開発／ 

ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発」 

全体の研究開発実施体制 
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「次世代照明等の実現に向けた窒化物半導体等基盤技術開発／ 

ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
窒化物半導体関連の結晶成長・物性制御関連の基盤技術開拓とデバイス展開は、我

が国が世界を先導してきたが、バルク結晶成長や一部のデバイス開発分野では国外機

関の健闘もめざましい点があり、さらにグローバルな事業化としては新興国による低

価格戦略による展開が顕著である。さらに、パワー半導体の省電力化は、CO2削減と

いう社会的な期待に応えるものであり、重要な課題である。 
本プロジェクトは、バルク基板成長、高品質エピ成長、デバイス作製・評価を柱と

して、産学連携のもとに、低損失・大電力 GaN(窒化ガリウム)電子デバイスの開発を

通じて省エネルギー技術革新に寄与することを目的としており、NEDO のプロジェ

クトとして緊急性・重要性が高い。また、GaN のバルク基板結晶育成、高品質エピ

タキシャル成長、デバイス特性評価という技術の垂直統合を行った連携は有効であり、

世界最高レベルの大きな成果を生み出した点は高く評価できる。 
但し、バルク基板結晶の供給量が十分ではなかったため、下流側であるエピタキシ

ャル成長層の結晶品質およびデバイス特性に対するバルク基板の優位性が必ずしも

クリアに示されたとはいえない。また、デバイス性能として、Si や SiC デバイスを

凌駕する優位性を示す成果が得られておれば、なお価値の高い研究開発になった。事

業化に向けては、GaN 素子の安定性・信頼性の確立など、新たに開発が必要な関連

技術もまだ多い。 
 
２）今後に対する提言 
大電力縦型デバイスが開発技術の重要な出口として大いに期待されている。本プロ

ジェクトによって、性能達成に向けた基礎技術はほぼ出来ているが、今後、大電力縦

型デバイスとしての性能の優位性をきちんと実証する必要がある。また、同様の出口

を狙うものとしては SiC もあるが、パワー系の Si デバイスを GaN デバイスで置き換

えるためには、Si ベースの従来技術も含め、コストパーフォーマンスでこれらを凌駕

する必要がある。 
また、本プロジェクトで得られた成果を踏まえ、基板結晶や GaN 素子性能や評価

手法に関する標準化を推し進め、我が国の優位性を担保することが必要と考える。 
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２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

本プロジェクトは、省エネルギー・低炭素社会実現のために必要かつ有効な、次世

代の低損失・大電力 GaN 電子デバイスの基盤となる技術を開発するものであり、社

会的必要性は極めて高い。また、エネルギー産業分野での大きな経済効果も見込める

ため、世界各国が猛烈な開発競争を行っており、我が国の国際競争力を高める上でも

緊急性の高い重要な課題である。 
実用化に至っていない材料の開発とそれを用いたデバイス開発を先駆的に行うこ

とは民間企業にとってハードルが高く、根幹となる材料技術からデバイスまでを一体

化して取り組んだ本プロジェクトは NEDO 事業として妥当である。 
 

２）研究開発マネジメントについて 
本プロジェクトでは、低炭素社会を担う省エネデバイス実現および実用化・事業化

のための適切な目標設定とそれを実現するための事業体制、研究フローなど、適切な

マネジメントがなされている。特に、高品質大口径 GaN バルク基板開発、エピタキ

シャル成長技術開発、およびデバイス化の 3 グループに、第一人者の研究者を配置し、

それを軸として有機的な産学連携体制をくみ上げてシームレスなプロジェクトを遂

行したことは目標達成の上で有効に機能した。また、中間評価結果を踏まえて、体制・

運営の改善により基板供給のスピードアップや基板ごとの履歴管理などが進み、プロ

ジェクト進捗が改善された点は評価できる。 
一方、基板結晶の供給不足は、中間評価時に明確になった課題であるが、もし結晶

成長から電子デバイス生成までの最先端の総合技術を保有する外部の専門家の意見

を聴取していれば当初から想定される可能性のあるリスクであったとも言える。最終

的に効果のあった基板単位の工程管理対策等の対策がより早い段階で施策されてい

れば、デバイス特性に対するエピタキシャル成長層の結晶品質およびバルク基板を用

いることの優位性を示す、という当初の重要な目標をより速く、明確に示すことが出

来たのではないかと考える。 
 

３）研究開発成果について 
バルク基板成長、高品質エピタキシャル成長、デバイス作製・評価に関してチャレ

ンジングな目標を掲げ、それぞれ非常に重要な成果を出しており、GaN 系先端デバ

イスの研究開発を加速する効果があると考える。 
特に、HVPE（ハイドライド気相成長）法による 4 インチと大口径で低転位の有極

性 GaN 基板の作製に成功したことは、まさに世界でトップの快挙である。さらにこ

れを種結晶に用い、実用化において重要な鍵となる低コスト化を実現し得る結晶成長

方式として、Na フラックス法による大口径 GaN 結晶基板成長技術を開発した。エピ



 

  9 

タキシャル成長技術においては、極めて独自性の高い加圧下での原子層成長技術を開

拓し、当初目標の平坦性、組成均一性、およびドーピング制御を実現した。GaN バ

ルク基板上への電子デバイス作製では、低転位化を実現したバルク基板上にデバイス

を作製して評価することにより、はじめてリーク電流と転位の関係の精密な考察を可

能とし、低欠陥密度の基板結晶の必要性を明らかにしている点など、それぞれの成果

は評価できる。 
但し、本プロジェクトは、結晶成長が主たるテーマであるため、デバイスグループ

は評価中心の検討主体にならざるを得なかった。GaN デバイスによる優位性は示せ

たものの、Na フラックス法で生成した GaN 基板ベースのデバイス性能として、Si
や SiC デバイスを凌駕する優位性を示す成果が得られておれば、なお価値の高い研究

開発になったと考える。 
 

４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
本プロジェクトでは、大口径高品質 GaN バルク基板の開発が基盤技術となってお

り、特にこの点においての独自性が高い。また、バルク基板成長、高品質エピタキシ

ャル成長、デバイス開発に参画した実施者が、それぞれ実用化・事業化に向けた具体

的な計画を提案している。日本がこの分野でイニシアチブを取るためには、事業化が

不可欠であるため、今回提案されている計画が一歩一歩具体化することを期待する。 
但し、得られた成果は、現時点で実用化に向けて必要な技術にまで高まっていると

言えるが、事業化に向けては、新たに開発が必要な関連技術もまだ多い。真の実用化・

事業化に向けては、素子の安定性・信頼性の確立が最も重要となり、結晶中の欠陥や

構造設計などと密接に関連しているため、これらの内容についての検討も必要と考え

る。 
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個別テーマに関する評価 

 研究開発成果、実用化・事業化に向けての見通し及び取り組み、今後に対する提言について 
高品質大口径単結晶基

板の開発 
 

本プロジェクトで開拓された、Naフラックス法による 4インチまでの大口径高品質GaN基板作製は、

極めて独自性の高い、世界初、世界最高水準の技術であり、高品質化（低転位化）と不純物ドーピング

制御も実現しており、得られた成果は十分目標を達成している。他の競合技術と比較しても優位性が高

く、将来的に市場の拡大につながることが期待できる画期的な成果といえる。 
また、成果の実用化・事業化に関しては、比較的具体的な計画を立案している実施者もあり、今後の

展開に期待する。 
但し、達成された 4 インチでも十分大きいと言えるが、採算を十分考慮した事業化への将来見通しと

しては、さらなる大口径化へつながる技術開発が必要である。Na フラックス法で高品質化の上で重要

な要素となる溶液の撹拌等、大口径化に向けてどのように対応していくのかを考えて行くべきである。 
大口径基板上の高品質

エピタキシャル結晶成

長技術 
 

本プロジェクトで開発された、加圧下での原子層成長モードを利用したデジタル MOVPE (Metal 
Organic Vapor Phase Epitaxy)法は、AlGaN および InGaN 三元混晶半導体の膜厚、組成、および不純

物濃度の均一性増大に極めて優れ、設定した目標を達成したエピタキシャル成長技術となっている。ま

た、これまで懸案事項になっていた InGaN 混晶成長での In 組成の増大にも十分な効果が認められる有

効なエピタキシャル技術となっている。 
さらに、アセチレンを用いた炭素ドーピング制御は独創的で、これにより高品質の高抵抗バッファ層

を実現したことは、高耐圧デバイスの実現に大いに貢献でき、実用的に高い価値がある。大口径

ALE(Atomic Layer Epitaxy)装置と高品質エピタキシャル膜製造に関して、事業展開を計画している点

も高く評価できる。 
但し、高 In 組成および高 Al 組成のエピタキシャル成長において、GaN バルク基板を用いることの

優位性が必ずしも明瞭に示されていない。バルク GaN を基板とするエピタキシャル成長（特に縦型デ
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バイス用）では、エピタキシャル／基板界面の電気的性質が問題になるが、今後、この影響や解決法に

ついての検討が必要である。 
窒化物半導体単結晶基

板上電子デバイスの評

価 
 

4 インチサイズの低転位・高品質化 GaN 基板上に縦型と横型の電子デバイスを作製し、低転位・低

欠陥密度基板結晶を用いることの有効性・必要性の検討を進めた。これにより転位とは異なる欠陥が縦

型素子のリーク電流の原因となりうることを見出し、GaN 基板結晶の表面仕上げにフィードバックし

た。また、欠陥密度が下がると 1200V 以上の耐圧が出せることを実証し、GaN 基板適用の優位性が発

揮できる縦型素子の実用化への期待を高めた。 
さらに、研究に参画した実施者が、横型 AlGaN/GaN HEMT（高電子移動度トランジスタ）のサンプ

ル出荷を開始したことは、事業化加速を示している。 
但し、基板の供給が律速となり、基板の特性がデバイス特性に十分に反映されず、新しいデバイス構

造の提案と実証が十分に出来なかった。多くの試料での評価を進めるために、さらに信頼性への影響の

検討などのデバイス評価に向けた次段階の組織的対応を継続研究として期待する。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 

2.0 

2.7 

1.9 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化・事業化の見通し

及び取り組み

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A
２．研究開発マネジメントについて 1.9 B A C B B C B
３．研究開発成果について 2.7 A A B A A B A
４．実用化・事業化の見通し及び 

取り組みについて 
2.0 B A B C B B B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

 
２．研究開発マネジメントについて 
 

 
４．実用化・事業化に向けての見通し

  及び取り組みについて 
・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当          →C
・見通しが不明        →D

平均値 
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評点結果〔個別テーマ〕 

 
高品質大口径単結晶基板の開発 

2.3 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組み

1.研究開発成果

 
大口径基板上の高品質エピタキシャル結晶成長技術 

2.3 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組み

1.研究開発成果

 
窒化物半導体単結晶基板上電子デバイスの評価 

1.9 

2.6 

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化・事業化に向けての

見通し及び取り組み

1.研究開発成果

 
 

平均値 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

高品質大口径単結晶基板の開発 
 １．研究開発成果について 2.9 A A A B A A A
 ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 2.3 A A B C A B B

大口径基板上の高品質エピタキシャル結晶成長技術 
 １．研究開発成果について 2.7 A A B A A B A
 ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 2.3 A B B C A A B

窒化物半導体単結晶基板上電子デバイスの評価 
 １．研究開発成果について 2.6 A A B A A C A
 ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 1.9 B B B C B B B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 

 
 
 

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当                   →C
・見通しが不明        →D
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＜参考＞   

「次世代照明等の実現に向けた窒化物半導体等基盤技術開発／ 

ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発」（事後評価）

に係る評価項目・評価基準 
 
 
１．事業の位置付け・必要性について 
(1) NEDO の事業としての妥当性 
・ 「エネルギーイノベーションプログラム」、「ナノテク・部材イノベーショ

ンプログラム」、「ＩＴイノベーションプログラム」の目標達成のために寄

与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、NEDO の関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 
(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 
(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定している

か。 
 
(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの配

分を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 適切な研究開発実施体制になっており、指令命令系統及び責任体制が明確
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になっているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 
・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。 
 

(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 
・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実用

化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行われて

いるか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略（オープン／クローズ戦略等）

や標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等に

機敏かつ適切に対応しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 
(1)目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待で

きるか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成まで

の課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果とし

て評価できるか。 
・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果に

ついては、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がっている

場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 大学または公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合

には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 
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(2)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
 
(3)成果の普及 
・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行われ

ているか。 
・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及し

ているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
 
４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

  
本項目における「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開

始されること、または当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や利

用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 
 
  
(1)成果の実用化・事業化の見通し 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 
・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確保

される見通しはあるか。 
・ 量産化技術が確立する見通しはあるか。 
・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が見

込まれるものとなっているか。 
・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経 

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 
 
(2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 
・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確に

なっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、事業

化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 


